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の
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は
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は
変
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、
企
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連
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。
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造
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だ
け
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、金
融
業
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険
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育
、

学
習
支
援
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な
ど
、
多
様
な
業
界
の
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業
が
連
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し
、
経
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社
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ム
全
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の
変
革
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す
【
図
表
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業
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っ
て
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、
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率
化
や
社
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を
目
的
に
片
手

間
で
行
う
も
の
で
は
な
く
、
人
口
減
が

進
む
中
で
生
き
残
る
た
め
の
事
業
領
域

で
も
あ
る
。
一
企
業
体
の
例
で
は
あ
る

が
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ
で
は
、

２
０
３
０
年
度
ま
で
に
売
上
高
の
主
力

と
す
る
未
来
像
に
、Ｇ
Ｘ
を
は
じ
め
と

す
る
地
球
環
境
問
題
の
解
決
を
掲
げ
た

【
図
表
４
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　Ｄ
Ｘ
、Ｇ
Ｘ
を
念
頭
に
置
い
た
大
学

の
教
育
改
革
に
対
し
て
、
企
業
の
期
待

は
高
い
。た
だ
し
、そ
れ
は「
Ｄ
Ｘ
学
部
、

Ｇ
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学
部
を
つ
く
っ
て
ほ
し
い
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と
い

う
こ
と
で
は
な
い
よ
う
だ
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次
ペ
ー
ジ

で
は
企
業
の
考
え
を
、
事
業
面
、
人
材

採
用
面
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
聞
い
て
い
る
。
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＊１ 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（ＧＸ推進法。2023年５月成立）
＊２ https://gx-league.go.jp

＊総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる
経済へのインパクトに関する調査研究報告書」（2021年）

＊パナソニックホールディングス株式会社 楠見雄規（グループCEO）「グループ戦略について」（2023年）

＊OECD.stat「New entrants by field」より内閣官房が作成（データは2019年時点）

＊３ サプライチェーン・マネジメントの略。商品の企画・製造から販売までの一連の流れを管理すること　　＊４ 技術規格に対して、自社の開発技術を提案し、採用してもらうための一連の活動
＊５ 技術力等、自社のシーズを生かして顧客の課題を解決する事業を設計すること　　＊６ 「パナソニックキャリアデザインプログラム」。大学版は、学部低学年対象に自己理解を支援する「キャリアスタート」、
学部高学年対象に仕事の疑似体験、デザイン志向を学ぶワークショップを行う「キャリアディスカバリー」などから成る

【図表1】大学学部入学者に占める理工系分野の入学者の割合 

【図表4】パナソニックグループ売上高構成比（目標）
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地球環境問題の解決に資する事業を拡大
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地球環境問題の解決

お客様一人ひとりの
生涯にわたる
健康・安全・快適

お客様一人ひとりの生涯にわたる
健康・安全・快適

地球環境
問題の解決

2022
年度

2030
年度

植田 宏

パナソニック
ホールディングス株式会社
技術部門 技術企画室
戦略企画部企画推進課
課長

小幡 寛斉

パナソニック オペレーショナル
エクセレンス株式会社
リクルート＆キャリアクリエイト
センター採用部
部長

ＤＸ・ＧＸは事業の中核であり
成し遂げなければいけない使命

ＤＸ・ＧＸで求められるのは
しっかりとした専門性と「越境体験」

企 業 に 聞 く！

　パナソニックグループ全体の人材採用を弊社で受け持っていま
す。新卒者として学部生、大学院生を例年８００～１０００人規模
で採用。うち半数以上が、理系の技術職です。
　選考では、主に経営理念への共感度合いと、学んできた技
術の高さ、それを説明する能力を見ています。ＤＸ・ＧＸを事業の
主軸に据えるからと言って、採用要件は原則、変わりません。
欲しいのはあくまで、何らかの技術分野で専門性を持つエンジニ
ア。機械、電子、情報、化学、材料といった各学問の専門性を、
入社後、いかにＤＸ・ＧＸに生かせるかが重要です。技術者の獲
得競争が激しい状況下、理系人材を増やす教育改革には期待
したいですが、ＤＸ学部、ＧＸ学科といった「くくり」そのものには、
あまり魅力を感じません。どんな学部・学科であろうと、まずはそ
の学問分野における専門性を持ち、社会の課題解決とのつなが
りをしっかり考えられる学生が増えることに期待します。
　ＤＸ・ＧＸそれぞれが、文系、理系という区分や、単独の技術
開発だけでは対応できないテーマです。そのため、新卒採用市

求めるのはＤＸ・ＧＸを専門的に学んだ人より
専門分野とＤＸ・ＧＸとの関わりを知る人

場全体を見渡しても、例えばシステムエンジニアリングやビジネス
デザイン＊５といった、文理を超えた「越境エリア」の素養を持っ
た人材へのニーズが高まっていると感じています。ただし、「越境
エリア」という学問領域があるわけではないので、学生には、自
身の学部・学科で専門性を磨きながら、それが社会とどうつなが
るのかを実感する体験を大学時代に積み上げてほしいですね。
　そのためにも、産業界と学校の垣根をもっと下げていきたい。
弊社でも、２０２２年度は、約２週間の職場実習型インターンシッ
プの受け入れ枠を前年の２倍にあたる約１０００人に拡大、２０２３
年度は１２００人以上に広げます。また、高校生、高専生、大
学生向けに提供するキャリア形成支援プログラム＊６を拡充した
り、小学生向けのスクラッチを使ったプログラミング講座を提供し
たりしています。そして、さらなる越境のために、複数の企業や
大学によるコンソーシアム型の取り組みも必要だと考えています。
　一方で、ＤＸ・ＧＸに対応するには、一定レベル以上のデータを
扱う力が必要不可欠になっています。最低でも、高校で学ぶレ
ベルの統計や情報の知識が十分に身に付いていることが求めら
れます。今後は、文理を問わず、どのような学部の教育であっても、
必須の基礎的なリテラシーになるのではないでしょうか。

　私の所属部署は、パナソニックグループ全体の技術戦略、人
材戦略（人材の配置や育成）を担っています。２０２２年、グルー
プＣＥＯ楠見雄規は、サステナビリティとウェルビーイングの追求
をパナソニックのめざす姿として発信しました。これらの実現には、
ＧＸ、ＤＸが欠かせません。ＧＸでは、地球環境問題の解決に向け、
くらしやＳＣＭ＊３、自動車等の幅広い領域で変革を起こすべく取
り組んでいます。ＤＸでは、労働力不足が顕在化する製造や物流
などの現場、オフィスや車内、列車内などの空間をスマート化す
るために、高度なセンシング、ＡＩ・データ分析、ソフトウェアなどの
技術で貢献しています。つまり、ＧＸとＤＸはパナソニックグループ
の事業方針を支える技術変革点なのです。
　特にＧＸ領域では“Panasonic GREEN IMPACT”として、
２０５０年までにＣＯ２の全世界排出量の約１％にあたる３億トン削
減をめざす発信を行いました。弊社は以前から、「再生可能エネ
ルギーデバイス」「エネルギー需給調整」「電化・省エネルギー」
の技術を継続的に強化しています【右図】。加えて、ＧＸリーグへ

強い技術を他社が真似できない事業に繋げる
研究をビジネスに昇華できる技術者が必要

の加盟のように、国や他社とも手を組み、社会のしくみを変える
活動にも参画しています。
　ＤＸとＧＸでは必要となる技術や事業は異なるものの、いずれも、
サプライチェーン全体や社会インフラ全体の最適化をめざす必要
があり、国や官公庁、自治体、関連する企業とのパートナー関
係や標準化活動＊４が不可欠です。そこでは、ビジネスセンスと
共に、協働力が求められます。
　大学では、技術開発に必要な専門知識や技能などを身に付
けさせる教育の重要性は変わらないと思います。そのうえで、産
学連携などの場を通じて、自分の研究がどうビジネスとつながる
のかを学ぶ機会を提供することが重要になるでしょう。

パナソニックグループにおけるＧＸの主な技術領域

１  再生可能エネルギー　  デバイス
太陽電池、蓄電池、燃料電池など、
主に材料技術が問われる領域

３  電化・省エネルギー パワーエレクトロニクスによる電力変換や
ヒートポンプ等熱制御の領域

蓄電池や分散型電源管理（DERMS）等
によるエネルギーマネジメントの領域２  エネルギー需給調整

日本       アメリカ       ドイツ

【図表2】企業がＤＸを進める際の課題
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＊経済産業省「GXリーグ基本構想」資料（2023年）より  

【図表3】ＧＸリーグ基本構想
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、

２
０
３
０
年
度
ま
で
に
売
上
高
の
主
力

と
す
る
未
来
像
に
、Ｇ
Ｘ
を
は
じ
め
と

す
る
地
球
環
境
問
題
の
解
決
を
掲
げ
た

【
図
表
４
】。

　Ｄ
Ｘ
、Ｇ
Ｘ
を
念
頭
に
置
い
た
大
学

の
教
育
改
革
に
対
し
て
、
企
業
の
期
待

は
高
い
。た
だ
し
、そ
れ
は「
Ｄ
Ｘ
学
部
、

Ｇ
Ｘ
学
部
を
つ
く
っ
て
ほ
し
い
」
と
い

う
こ
と
で
は
な
い
よ
う
だ
。
次
ペ
ー
ジ

で
は
企
業
の
考
え
を
、
事
業
面
、
人
材

採
用
面
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
聞
い
て
い
る
。
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＊１ 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（ＧＸ推進法。2023年５月成立）
＊２ https://gx-league.go.jp

＊総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる
経済へのインパクトに関する調査研究報告書」（2021年）

＊パナソニックホールディングス株式会社 楠見雄規（グループCEO）「グループ戦略について」（2023年）

＊OECD.stat「New entrants by field」より内閣官房が作成（データは2019年時点）

＊３ サプライチェーン・マネジメントの略。商品の企画・製造から販売までの一連の流れを管理すること　　＊４ 技術規格に対して、自社の開発技術を提案し、採用してもらうための一連の活動
＊５ 技術力等、自社のシーズを生かして顧客の課題を解決する事業を設計すること　　＊６ 「パナソニックキャリアデザインプログラム」。大学版は、学部低学年対象に自己理解を支援する「キャリアスタート」、
学部高学年対象に仕事の疑似体験、デザイン志向を学ぶワークショップを行う「キャリアディスカバリー」などから成る

【図表1】大学学部入学者に占める理工系分野の入学者の割合 

【図表4】パナソニックグループ売上高構成比（目標）
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地球環境問題の解決

お客様一人ひとりの
生涯にわたる
健康・安全・快適

お客様一人ひとりの生涯にわたる
健康・安全・快適

地球環境
問題の解決

2022
年度

2030
年度

植田 宏

パナソニック
ホールディングス株式会社
技術部門 技術企画室
戦略企画部企画推進課
課長

小幡 寛斉

パナソニック オペレーショナル
エクセレンス株式会社
リクルート＆キャリアクリエイト
センター採用部
部長

ＤＸ・ＧＸは事業の中核であり
成し遂げなければいけない使命

ＤＸ・ＧＸで求められるのは
しっかりとした専門性と「越境体験」

企 業 に 聞 く！

　パナソニックグループ全体の人材採用を弊社で受け持っていま
す。新卒者として学部生、大学院生を例年８００～１０００人規模
で採用。うち半数以上が、理系の技術職です。
　選考では、主に経営理念への共感度合いと、学んできた技
術の高さ、それを説明する能力を見ています。ＤＸ・ＧＸを事業の
主軸に据えるからと言って、採用要件は原則、変わりません。
欲しいのはあくまで、何らかの技術分野で専門性を持つエンジニ
ア。機械、電子、情報、化学、材料といった各学問の専門性を、
入社後、いかにＤＸ・ＧＸに生かせるかが重要です。技術者の獲
得競争が激しい状況下、理系人材を増やす教育改革には期待
したいですが、ＤＸ学部、ＧＸ学科といった「くくり」そのものには、
あまり魅力を感じません。どんな学部・学科であろうと、まずはそ
の学問分野における専門性を持ち、社会の課題解決とのつなが
りをしっかり考えられる学生が増えることに期待します。
　ＤＸ・ＧＸそれぞれが、文系、理系という区分や、単独の技術
開発だけでは対応できないテーマです。そのため、新卒採用市

求めるのはＤＸ・ＧＸを専門的に学んだ人より
専門分野とＤＸ・ＧＸとの関わりを知る人

場全体を見渡しても、例えばシステムエンジニアリングやビジネス
デザイン＊５といった、文理を超えた「越境エリア」の素養を持っ
た人材へのニーズが高まっていると感じています。ただし、「越境
エリア」という学問領域があるわけではないので、学生には、自
身の学部・学科で専門性を磨きながら、それが社会とどうつなが
るのかを実感する体験を大学時代に積み上げてほしいですね。
　そのためにも、産業界と学校の垣根をもっと下げていきたい。
弊社でも、２０２２年度は、約２週間の職場実習型インターンシッ
プの受け入れ枠を前年の２倍にあたる約１０００人に拡大、２０２３
年度は１２００人以上に広げます。また、高校生、高専生、大
学生向けに提供するキャリア形成支援プログラム＊６を拡充した
り、小学生向けのスクラッチを使ったプログラミング講座を提供し
たりしています。そして、さらなる越境のために、複数の企業や
大学によるコンソーシアム型の取り組みも必要だと考えています。
　一方で、ＤＸ・ＧＸに対応するには、一定レベル以上のデータを
扱う力が必要不可欠になっています。最低でも、高校で学ぶレ
ベルの統計や情報の知識が十分に身に付いていることが求めら
れます。今後は、文理を問わず、どのような学部の教育であっても、
必須の基礎的なリテラシーになるのではないでしょうか。

　私の所属部署は、パナソニックグループ全体の技術戦略、人
材戦略（人材の配置や育成）を担っています。２０２２年、グルー
プＣＥＯ楠見雄規は、サステナビリティとウェルビーイングの追求
をパナソニックのめざす姿として発信しました。これらの実現には、
ＧＸ、ＤＸが欠かせません。ＧＸでは、地球環境問題の解決に向け、
くらしやＳＣＭ＊３、自動車等の幅広い領域で変革を起こすべく取
り組んでいます。ＤＸでは、労働力不足が顕在化する製造や物流
などの現場、オフィスや車内、列車内などの空間をスマート化す
るために、高度なセンシング、ＡＩ・データ分析、ソフトウェアなどの
技術で貢献しています。つまり、ＧＸとＤＸはパナソニックグループ
の事業方針を支える技術変革点なのです。
　特にＧＸ領域では“Panasonic GREEN IMPACT”として、
２０５０年までにＣＯ２の全世界排出量の約１％にあたる３億トン削
減をめざす発信を行いました。弊社は以前から、「再生可能エネ
ルギーデバイス」「エネルギー需給調整」「電化・省エネルギー」
の技術を継続的に強化しています【右図】。加えて、ＧＸリーグへ

強い技術を他社が真似できない事業に繋げる
研究をビジネスに昇華できる技術者が必要

の加盟のように、国や他社とも手を組み、社会のしくみを変える
活動にも参画しています。
　ＤＸとＧＸでは必要となる技術や事業は異なるものの、いずれも、
サプライチェーン全体や社会インフラ全体の最適化をめざす必要
があり、国や官公庁、自治体、関連する企業とのパートナー関
係や標準化活動＊４が不可欠です。そこでは、ビジネスセンスと
共に、協働力が求められます。
　大学では、技術開発に必要な専門知識や技能などを身に付
けさせる教育の重要性は変わらないと思います。そのうえで、産
学連携などの場を通じて、自分の研究がどうビジネスとつながる
のかを学ぶ機会を提供することが重要になるでしょう。

パナソニックグループにおけるＧＸの主な技術領域

１  再生可能エネルギー　  デバイス
太陽電池、蓄電池、燃料電池など、
主に材料技術が問われる領域

３  電化・省エネルギー パワーエレクトロニクスによる電力変換や
ヒートポンプ等熱制御の領域

蓄電池や分散型電源管理（DERMS）等
によるエネルギーマネジメントの領域２  エネルギー需給調整

日本       アメリカ       ドイツ

【図表2】企業がＤＸを進める際の課題

人材不足
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ICTなど技術的
な知識不足

既存システム
との関係性
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18.4

22.1
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＊経済産業省「GXリーグ基本構想」資料（2023年）より  

【図表3】ＧＸリーグ基本構想
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